
平成 16年 3月期    個別中間財務諸表の概要 平成15年 10月 23日

上  場  会  社  名       　株式会社日立ハイテクノロジーズ 上場取引所 東 大

コード番号       8036 本社所在都道府県

(ＵＲＬ　 http://www.hitachi-hitec.com/) 東京都

  　林　　將　章

問合せ先責任者　  役職名  　 芥川　達哉 TEL (03) 3504 - 5138
中間決算取締役会開催日　　平成 15年 10月 23日 中間配当制度の有無    有
中間配当支払開始日        平成 15年 12月  1日 単元株制度採用の有無　有(１単元　100 株)

１. 15年 9月中間期の業績（平成 15年 4月 1日 ～ 平成 15年 9月 30日）

(1)経営成績 (記載金額は百万円未満切り捨て表示)

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％
15年 9月中間期 277,959 0.2 3,585 153.7 5,238 87.5
14年 9月中間期 277,532 8.0 1,413 △ 49.1 2,794 △ 34.8
15年 3月期 557,976 4,917 6,616

百万円 ％ 円 銭
15年 9月中間期 3,124 83.3 22 71
14年 9月中間期 1,705 △ 32.8 12 38
15年 3月期 3,544 25 02
(注)①期中平均株式数   15年 9月中間期  137,581,954 株  14年 9月中間期  137,695,281 株    15年 3月期  137,663,810 株
    ②会計処理の方法の変更　　 無
    ③売上高、営業利益、経常利益、中間(当期）純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率

(2)配当状況
１株当たり
中間配当金

１株当たり
年間配当金

円  　銭 円　  銭
15年 9月中間期 7    50 －
14年 9月中間期 7    50 －
15年 3月期 － 15   00 

(3)財政状態
株主資本比率 １株当たり株主資本

百万円 百万円 ％ 円    　銭
15年 9月中間期 286,452 123,845 43.2 900    18  
14年 9月中間期 283,923 121,703 42.9    883    69  
15年 3月期 284,002 121,151 42.7 879    83  

(注)①期末発行済株式数　15年 9月中間期  137,578,793 株   14年 9月中間期  137,721,909 株   15年 3月期  137,584,930 株

　　②期末自己株式数　　15年 9月中間期      159,937 株　 14年 9月中間期 　　  16,821 株　 15年 3月期      153,800 株

２. 16年 3月期の業績予想（ 平成 15年 4月 1日  ～  平成 16年 3月 31日 ）
　

期　　末
百万円 百万円 百万円 円　　銭 円　　銭

通　　期 558,000 8,390 5,130 7    50 15   00 

（参考）１株当たり予想当期純利益（通期）    37円　29 銭 

※上記の予想は本資料の発表日現在において入手可能な情報に基づき作成したものであります。
  実際の業績は、今後様々な要因によって予想数値と異なる結果となる可能性があります。

売   上   高 経　常　利　益 当　期　純　利　益

  執行役社長　　　　氏名

  総務部専門部長  　氏名
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損 益 計 算 書

(単位　百万円)

( 受 取 利 息 ) ( 153 ) ( 251 ) ( △39.0 ) ( 456 )

( 受 取 配 当 金 ) ( 1,262 ) ( 1,766 ) ( △28.5 ) ( 1,856 )

( 雑 収 益 ) ( 594 ) ( 390 ) ( 52.2 ) ( 1,782 )

( 支 払 利 息 ) ( 54 ) ( 81 ) ( △34.1 ) ( 164 )

( 雑 損 失 ) ( 302 ) ( 945 ) ( △68.0 ) ( 2,232 )

売 上 原 価

277,959

245,564

32,395

中 間 配 当 額

中 間 ( 当 期 ) 未 処 分 利 益

中 間 ( 当 期 ) 純 利 益

5,250

科　　　　　　　目

税 引 前 中 間 ( 当 期 ) 純 利 益

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税

法 人 税 等 調 整 額

営 業 外 費 用

経 常 利 益

特 別 利 益

平 成 15 年 9 月

中 間 期

前 期 繰 越 利 益

特 別 損 失

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費

売 上 総 利 益

営 業 利 益

営 業 外 収 益

売 上 高

4,527

△1,455

自平成15年 4月 1日
至平成15年 9月 30日

28,810

3,585

2,009

6,616

356

5,238

2,794

－

－

87.5

△65.3

－

－

2,125

3,124

630

1,484

5,238

－

－

平 成 14 年 9 月

中 間 期

自平成14年 4月 1日
至平成14年 9月 30日

277,532

248,493

29,038

27,625

1,413

2,408

2,538

△1,449

1,027

2,794

－

－

1,705

2,146

－

3,851

△16.5

0.2

△1.2

11.6

4.3

153.7

前 年 中 間 期

比 較 増 減 率

（％）

平 成 15 年 3 月 期

4,917

4,095

自平成14年 4月 1日
至平成15年 3月 31日

557,976

497,374

－

87.5

△41.5

－

83.3

△1.0

－

36.3

2,146

1,032

4,657

60,602

55,684

3,544

2,397

6,616



貸 借 対 照 表

（単位　百万円）
平成15年9月 平 成 15 年 平成15年9月 平 成 15 年
中 間 期 3 月 期 中 間 期 3 月 期

科　 　 　目 平 成 15 年 平 成 15 年 増減額 科　　　　目 平 成 15 年 平 成 15 年 増減額
9 月 30 日 3 月 31 日 9 月 30 日 3 月 31 日

201,509  199,662  1,846  149,527  148,966  561  

現 金 及 び 預 金 24,650  25,623  △972  支 払 手 形 10,830  14,722  △3,891  

受 取 手 形 10,940  10,449  491  買 掛 金 102,094  96,478  5,615  

売 掛 金 126,264  127,888  △1,623  短 期 借 入 金 10,000  10,000  -  

た な 卸 資 産 21,817  20,310  1,507  そ の 他 26,602  27,764  △1,162  

そ の 他 18,984  16,451  2,532  

貸 倒 引 当 金 △1,149  △1,060  △89  13,078  13,884  △805  

退 職 給 付 引 当 金 12,702  13,212  △509  

84,943  84,339  603  役 員 退 職 慰 労 引 当 金 376  671  △295  

44,297  44,432  △135  162,606  162,850  △243  

建 物 14,607  14,884  △277  

土 地 18,963  18,964  0  

そ の 他 10,726  10,583  143  7,938  7,938  -  

35,744  35,744  -  

76,810  74,817  1,993  

3,781  3,075  705  利 益 準 備 金 1,359  1,359  -  

別 途 積 立 金 70,200  68,800  1,400  

中間(当期)未処分利益 5,250  4,657  593  

36,864  36,831  32  

投 資 有 価 証 券 16,436  18,298  △1,862  3,587  2,876  710  

そ の 他 21,570  19,684  1,886  

貸 倒 引 当 金 △1,142  △1,151  8  △235  △225  △9  

123,845  121,151  2,694  

286,452  284,002  2,450  286,452  284,002  2,450  資 産 合 計

流 動 負 債

【負　債　の　部】

資 本 合 計

負 債 ・ 資 本 合 計

【資　本　の　部】

自 己 株 式

その他有価証券評価差額金

固 定 負 債

負 債 合 計

無 形 固 定 資 産

投 資 そ の 他 の 資 産

利 益 剰 余 金

資 本 金

資 本 剰 余 金

【資　産　の　部】

流 動 資 産

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

△



中間財務諸表作成の基本となる重要な事項 

 

１．資産の評価基準及び評価方法 

    ① 有価証券 

     子会社株式及び関連会社株式 

      移動平均法による原価法によっております。 

     その他有価証券 

      時価のあるもの：中間決算日の市場価格等に基づく時価法によっております。また、売却原価は 

              移動平均法により算定しております。 

              （評価差額は全部資本直入法により処理しております） 

      時価のないもの：移動平均法による原価法によっております。 

 

     ② デリバティブ（為替予約取引） 

      時価法によっております。 

       

      ③ たな卸資産 

      商品：移動平均法による原価法によっております。 

      製品・半製品・原材料：移動平均法による低価法によっております。 

      仕掛品：個別法による低価法によっております。 

 

２.固定資産の減価償却の方法 

    ① 有形固定資産 

      定率法によっております。但し、レンタル資産についてはレンタル期間に応じた定額法、 

     平成 10年 4月 1日以降に取得した建物（建物付属設備を除く）については定額法によっております。 

      また、平成13年10月1日付で吸収分割により承継した建物については、定額法によっております。 

    ② 無形固定資産 

      定額法によっております。但し、自社利用のソフトウェアについては、社内における見込利用 

     可能期間（5年）に基づく定額法によっております。また、市場販売目的のソフトウェアについては、 

     見込販売数量に基づく償却額と残存有効期間（３年以内）に基づく均等配分額とを比較し、いずれか 

     大きい額を当期償却額としております。 

 

３．引当金の計上基準 

   ① 貸倒引当金 

    債権の貸倒による損失等に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等 

  特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。 

   ② 退職給付引当金 

   従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基づ 

  き、当中間会計期間末において発生していると認められる額を計上しております。 

   ③ 役員退職慰労引当金 

   役員の退職慰労金の支出に備えるため、役員退職慰労金規則に基づく当中間会計期間末要支給額を 

  計上しております。 

 



４．リース取引の処理方法 

     リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引については、 

    通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。 

 

５．ヘッジ会計の方法 

   ① ヘッジ会計の方法 

      繰延ヘッジ処理によっております。 

   ② ヘッジ手段とヘッジ対象 

      ヘッジ手段：為替予約取引 

      ヘッジ対象：外貨建予定取引残高の為替相場変動によるキャッシュ･フロー変動リスク 

   ③ ヘッジ方針 

   当社は、その企業行動基準の基本理念である堅実経営の精神に則り、外貨建取引のうち、当社に 

    為替変動リスクが帰属する場合は、そのリスクヘッジのため、実需原則に基づき成約時に為替予約 

    取引を行うものとしております。 

   ④ ヘッジの有効性評価の方法 

     ヘッジの有効性の評価は、原則としてヘッジ開始時から有効性評価時点までの期間において、 

    ヘッジ対象の相場変動又はキャッシュ・フロー変動の累計とヘッジ手段の相場変動又はキャッシュ・ 

  フロー変動の累計とを比較し、両者の変動額等を基礎にして判断しております。 

 

６．その他中間財務諸表作成のための重要な事項 

     消費税等の会計処理 

      税抜方式によっております。 

 

 

＜追 加 情 報＞ 

（厚生年金基金代行部分返上） 

 当社は確定給付企業年金法の施行に伴い、厚生年金基金の代行部分について平成 15年 6月 20 日に厚生労働大

臣から将来支給義務免除の認可をうけました。なお当社は、「退職給付会計に関する実務指針（中間報告）」（日

本公認会計士協会会計制度委員会報告第 13号）第 44-2 項に従い、返還の日をもってこれに係る退職給付債務の

消滅を認識致します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



＜注 記 事 項＞ 

（貸借対照表関係） 

                     （平成 15年 9月期）        （平成 15年 3月期） 

１. 有形固定資産の減価償却累計額          46,182百万円                   45,779 百万円 

２. 保証債務                 10,487百万円             1,752 百万円 

３. 輸出手形割引高                   9,669百万円            9,468 百万円 

４. 受取手形裏書譲渡高                187百万円                      103 百万円 

 

 

（有価証券関係） 

  子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの（平成 15年 9月 30 日現在） 

   時価のある子会社株式及び関連会社株式は所有しておりません。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 




